ペルー内政・外交（２０１４年４月）

１　概要
●最高検察庁で次期検事総長選挙が行われ，互選によりラモス・エレディア最高検検事が選出された。
●テロ組織センデロ・ルミノソから派生した組織ＭＯＶＡＤＦの幹部等２８名が逮捕された。
●人民勢力党（フジモリ派）の新幹事長にハイメ・ヨシヤマ氏に代わり，ホアキン・ラミレス人民勢力党議員が就任。
●外交関係では，ウマラ大統領がカナダ，パナマ，コロンビアを訪問。当地へは，アブダッラーＵＡＥ外相，ラヴロフ露外相が訪問。
●当地では，南米アラブ諸国（ＡＳＰＡ）保健大臣会合，ＡＳＰＡ女性リーダーズ会合，及び太平洋同盟第一回オブザーバー国との会合が開催された。
●カスティーヨ弁護士は，フジモリ元大統領の２５年の禁固刑の無効を求め，最高裁に対し再審請求を行った。

２　内政
（１）チリ北部沖地震によるペルー南部被害
　１日，チリ北部のタラパカ州沖で発生したマグニチュード８．２の地震の影響により，ペルーでは同日（当地時間１８時４６分），南部のタクナ州，モケグア州，アレキパ州，プノ州において揺れを観測した。右３州では地震後一部の地域で一時停電した他，数名の負傷者，家屋・公共施設損壊等の被害が報告されたものの，大きな人的物的被害は報告されなかった。

（２）ラモス・エレディア新検事総長の選出
　９日，最高検察庁にてペラエス検事総長の任期満了に伴う次期検事総長選挙が行われ，互選によりラモス・エレディア最高検検事（ナディン・エレディア・ウマラ大統領夫人の又従兄弟）が新検事総長に選出された。新検事総長の就任式は５月１２日に行われ，任期は２０１７年までの３年間である。

（３）収監中テロリストの一般刑務所への移監請求の棄却
　９日，憲法裁判所は，現在収監中であるトゥパク・アマル革命運動（ＭＲＴＡ）リーダーであるビクトル・ポライら４名のテロリストの一般刑務所への移監請求を棄却する判決を下した。本件については，リマ高裁が３月，右請求を認める判決を下したが，国家刑務所庁（ＩＮＰＥ）は，右判決を不服として，憲法裁に上訴していた。

（４）ＭＯＶＡＤＥＦ幹部等の大量逮捕
　９日，国家警察テロ対策局は，テロ組織センデロ・ルミノソ（ＳＬ）から派生した組織「恩赦と基本的権利のための運動（ＭＯＶＡＤＥＦ）」の幹部等２８名をテロ犯罪等の容疑で逮捕した。今般の逮捕者の中には，アビマエル・グスマンの弁護人でありＭＯＶＡＤＥＦのリーダーであるアルフレド・クレスポ弁護士の他，地方の教職員労働組合のメンバー等も含まれている。逮捕容疑はそれぞれ異なるが，テロ組織に属する罪，マネーロンダリングに関する罪及びテロ組織に協力した罪等で，アルバン内相によると，今次逮捕者の多くが２０～２５年の懲役を言い渡されることになる。

（５）フジモリ派新幹事長の就任
  ２７日，人民勢力党の党執行委員会（ＣＥＮ）メンバーの選出が行われ，新幹事長にはハイメ・ヨシヤマ氏に代わりホアキン・ラミレス議員の就任が決定した。新ＣＥＮには，ラミレス議員の他，ケイコ党首が信頼を置く５名の人民勢力党議員が含まれている。人民勢力党は，このメンバーで本年の統一地方選挙及び２０１６年の大統領選挙に挑むことになる。

（６）ウマラ大統領支持率（括弧内は前回結果）
ア　ＣＰＩ社：３月２９日～４月２日実施，全国主要都市（対象1450名），誤差±2.6%，信頼度95.5%
支持　２１.２％（４０.７％）　不支持　７４.５％（５１.８％）　
イ　ダトゥム社：４月４日～８日実施，全国（対象1200名）誤差±2.8%，信頼度95%
支持　２８％（２４％）　　不支持　６７％（７１％）
ウ　アポヨ社：１３～１６日実施，全国都市部（対象1216名），誤差±2.8%，信頼度95%
支持　２４％（２５％）　不支持　６８％（６０％）
エ　Ｇｆｋ社：２１日～２３日実施，リマ首都圏及び全国主要都市（対象1296名），誤差±2.7%，信頼度95%
支持　２０％（２０％）　不支持　７５％（７６％）

３　外交
（１）南米アラブ諸国首脳会議（ＡＳＰＡ）保健大臣会合及び女性リーダーズ会合の開催
　２～４日，当地にてＡＳＰＡ保健大臣会合が開催され，両地域の２７ヵ国の保健大臣が，プライマリー・ケア及び地域医療について意見交換を行った。同会合では保健分野に関する共同宣言が提出された。
　また，７～９日には，ＡＳＰＡ女性リーダーズ会合が開催され，３２ヵ国の代表が参加し，女性の権利や女性の状況について話し合いが行われた。同会合参加者は，世界における女性の政治的，社会的，経済的進出を促進させることで合意した。

（２）太平洋同盟第１回オブザーバー国との会合
　７～８日，当国外務省にて，第１回太平洋同盟オブザーバー国との会合が開催され，太平洋同盟のメンバー国代表が，オブザーバー国のうちスペイン，日本，中国，カナダ，オーストラリア，米国，フランス，ニュージーランド，韓国の代表と個別の会合を開き，共同で取り組むことが可能な協力や計画について意見交換を行った。
　また，９日には，ペルー外務省及び通商観光省から副大臣が出席し，高級実務者（ＧＡＮ）会合が開催され，これまで実施された取り組みについての報告書が提出されると共に，６月の次期首脳会合までに実施すべきフォローアップ事項が提出された。

（３）ウマラ大統領のカナダ訪問
　８日～１２日，ウマラ大統領は国賓としてカナダを訪問し，ハーパー首相，ジョンストン総督他との会談を行った。なお，今次訪問には，ナディン・エレディア大統領夫人，リバス外相，カテリアノ国防相，シルバ通商観光相，プルガル・ビダル環境相の他，教育副大臣及びエネルギー鉱山副大臣が同行した。９日に行われたジョンストン総督との会談では，教育，科学技術，社会保障分野における協力について話し合いが行われた。また，１０日にはハーパー首相と会談し，教育，科学，技術，及び防衛分野における協力について協議した。

（４）フランスからの地球観測衛星の購入
　２４日，ペルー政府は，フランスとの政府間メカニズムを通じて，当国史上初となるサブメートル級地球観測衛星を５億９７００万ソルで購入した。本衛星は，自然災害や地震等の災害，違法鉱業，違法漁業，森林破壊，及びあらゆる違法活動に対する対策の強化に資するものであり，２０１６年５月に打ち上げが予定されている。

（５）ウマラ大統領のパナマ訪問
　２８日，パナマを公式訪問したウマラ大統領は，マルティネリ大統領と両国の統合及び協力に関するテーマについて会談を行った。同会談では，ペルー海軍工業局（ＳＩＭＡ）のパナマ運河進出に向けた両国の協力協定の促進について触れた他，太平洋同盟の進展や強化についても話し合いが行われた。また，２０１２年５月に発効した両国の自由貿易協定についても言及し，ウマラ大統領は，パナマを通じた中米との統合への決意を再確認した。

（６）ウマラ大統領のコロンビア訪問
　２９日，ウマラ大統領は，第２７回ボゴタ国際図書展の開幕式に出席するためコロンビアを訪問した。今般ペルーは右図書展に特別招待国として参加した。また，開幕式の前に，ウマラ大統領はサントス・コロンビア大統領との会談を行った。

（７）アブダッラーＵＡＥ外相の当国訪問
　３０日，アブダッラーＵＡＥ外相が当国を公式訪問し，ウマラ大統領及びリバス外相と会談した。ウマラ大統領との会談では，二国間関係の強化と両国の投資及び貿易分野における協力に向けた話し合いが行われた。また，リバス外相との会談では，二国間の主要課題として，特に投資や貿易振興について対話を行った。

（８）ラヴロフ露外相の当国訪問
　３０日，ロシアのラヴロフ外相が，当国を公式訪問し，ウマラ大統領及びリバス外相と会談を行った。今次訪問は，秘露外交関係樹立４５周年を記念して行われたものである。ウマラ大統領との会談では，軍事技術，教育，科学技術，薬物の不法取引の統制等における協力について話し合いが行われた。リバス外相との会談では，教育，軍事技術協力の分野についての協力の強化について対話が行われた。また，リバス外相は，ロシアとの自由貿易協定の締結を提案した他，両国間の経済関係強化を目的にモスクワにペルー貿易事務所を開設した旨述べた。

４　フジモリ元大統領関連
（１）フジモリ元大統領に対する「チチャ」紙買収問題にかかる公判
　２日（第２２回公判）：ビリャロボス元国家諜報局（ＳＩＮ）官房長が証人として出廷し，２０００年１月～９月の間，国防省からＳＩＮへの送金額を月１千万ソルに引上げた旨証言。
　４日（第２３回公判）：証人として出廷した，メリノ元ＳＩＮ顧問は，フジモリ元大統領が再選に向けた選挙活動を行っていた２０００年当時，同大統領がモンテシノス元ＳＩＮ顧問に会うために累次に亘り同機関を訪れていた旨証言した。
　９日（第２４回公判）：予定していた２名の証人（インファンテ元軍財政局長及びマルパルティダ元軍諜報局長）が出廷しなかったため，公判中止。
　１１日（第２５回公判）：証人として出廷した，マルパルティダ元軍諜報局長は，１９９９－２０００年の間に，フジモリ元大統領の指示で軍はＳＩＮに対して１３５０万ソル融資したと証言。しかし当時，右資金がフジモリ元大統領の再選活動に使用されていたことは知らなかった旨述べた。
　１６日（第２６回公判）：司法関係者のストライキのため，公判中止。
　２３日（第２７回公判）：ブリンガス元経済財政省予算局長が証人として出廷し，１９９２年にテロ対策のためにＳＩＮの予算を１.２千万ドルから５千万ドルに増加した旨述べた。

（２）最高裁に対する再審請求
[bookmark: _GoBack]　２２日，フジモリ元大統領の弁護士であるカスティーヨ弁護士は，２００９年に最高裁が人権侵害事件（バリオス・アルトス事件及びラ・カントゥータ事件）で，フジモリ元大統領に対して下した２５年の禁固刑の無効を求め，最高裁に対し再審を要請する書類を提出した。これを受け最高裁では，今後，最高裁常設刑事法廷のビリャ・ステイン判事が本件の審理を行う。（了）
